
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下野市自治基本条例検討委員会 

◆と き◆ 平成２５年５月２５日（土）13：30～15：30 

 

◆と こ ろ◆ 下野市国分寺公民館 大ホール 

 

◆プログラム◆ 

 あいさつ 13:30 

第１部 13:50 【基調講演】「地方分権改革と自治基本条例」 

         講師：中村 祐司 氏（宇都宮大学国際学部教授） 

第２部 14:20 【検討経過と中間報告の説明】 

第３部 14:35 【パネルディスカッション】 

          
【フォーラム終了後、15:30～茶話会を開催します】 

わたしたちのまちの自治基本条例について語り合いましょう!! 



出演者の紹介 

 

【総合司会】 三橋 明美 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１部 13:50 【基調講演】「地方分権改革と自治基本条例」 

【講師プロフィール】 中村 祐司 氏 

宇都宮大学国際学部･大学院国際学研究科教授 

早稲田大学大学院政治学研究科博士課程、同人間科学部

助手を経て、1993 年 4 月宇都宮大学に赴任。2003 年 4 月

同教授。博士(政治学､早稲田大学)。専門は行政学・地方

自治。担当科目は行政学、地方自治論、余暇政策論（学

部）、比較政策研究（大学院）など。単著に『スポーツの

行政学』(成文堂､2006 年)、『“とちぎ発”地域社会を見る

ポイント１００』(下野新聞新書､2007 年)。 

第２部 14:20 【検討経過と中間報告の説明】 

【説明者】 近藤 令兒 委員 

      友常 英三 委員 

第３部 14:35 【パネルディスカッション】 

      中村 祐司 会長 

【司会者】 岡田 雅代 委員 

【パネラー】中村 節子 委員 

      鈴井 祐孝 委員 

      黒須 重光 委員 

下野市自治基本条例検討委員会 メンバー 

 

中村祐司 鈴井祐孝 友常英三 岡田雅代 松本文男 須藤武 川中子幹彦 清水眞男 

諏訪守 渡辺欢宥 永山登志子 高山トミイ 中村節子 近藤令兒 吉田聡 小谷野晴夫 

村尾光子 三橋明美 高田憲一 黒須重光 



基調講演 資料 

 

 

「自治基本条例 はじめの一歩」 
 

宇都宮大学 中 村 祐 司 
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自治基本条例検討委員会 中間報告資料 

 

 

下野市自治基本条例 

検討委員会中間報告書 

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下野市自治基本条例検討委員会 
 

平成２５年３月 
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はじめに（中間報告書の作成にあたって） 

 

ここまでの下野市における自治基本条例づくりのプロセスで、大きく胸を張れることが尐なく

とも３つはあります。 

 一つ目は、第 3回検討委員会において、市内 4つの中学校（石橋、国分寺、南河内、南河内第

二）から生徒 12名、高校（石橋）から生徒 6名、大学（自治医科大学）から学生 6名を招き、事

務局担当の総合政策課職員 5名も加わり、3つのグループで討議を行ったことです。市内の中学

生、高校生、そして大学生のまちづくりをめぐるフレッシュなものの見方に、委員の誰もが刺激

と感銘を受けたことは間違いなく、その後の委員会活動の活性化につながりました。 

 二つ目は、2012 年 11 月以降、検討委員会委員が「議会・行政部会」か「市民部会」のどちら

かに属し、部会毎の検討を 4回開催したことです。たとえば、同年 11 月の部会では午前中の議会・

行政部会において、前半は市議会議員 10 名と、後半は若手職員ワーキングメンバー7名との意見

交換を行いました。また午後の市民部会では、市民団体等のメンバー10名との意見交換を行いま

した。 

その後の部会でも、終日かけて両部会に参加する熱心な委員も存在しました。部会方式を取っ

たことで、委員の間での気持ちの面での距離も近くなり、活発・率直で忌憚のない意見交換がな

されるようになり今日に至っています。 

三つ目は、検討委員会の委員有志数名が広報チームをつくり、まさに手作りの「ニュースレタ

ー」（2012 年 11 月と 13年 2 月に発行済み）の作成に取り組んでいることが挙げられます。これ

が節目節目で委員会活動を市民に情報発信する大切な機会となっています。 

 その他にも工夫が凝らされている点に自治基本条例の策定体制を指摘します。庁内検討委員会

のワーキンググループとして、総合政策課長等からなる「幹事課長ワーキンググループ」と並ん

で、「希望職員ワーキンググループ」が設置されたことです。その成果は「下野市自治基本条例研

究にかかる中間報告」としてまとめられました。 

 加えて、毎回の検討委員会や部会で提供される資料は、たとえば県内 5市 2町(宇都宮市、栃木

市、鹿沼市、日光市、矢板市、高根沢町、芳賀町)の自治基本条例や各々の解説、項目の比較表の

作成など多岐にわたり、合併前の旧南河内町の基本条例も参考にされています。さらには、「大分

類」「中分類」「コンセプト」「条文構成語句」に区分けした検討シートなど実に豊富です。 

以上のように検討委員と事務局職員との協働の取組も、これまでのところ多面的・重層的に展

開されているといえるのではないでしょうか。検討委員会委員のうち 3名が市議会議員であるこ

とも、議会基本条例づくりの進捗状況などの情報共有や議会・行政・市民相互の連結という面で

好循環を生み出していることは間違いありません。 

この中間報告が、今年 8 月の最終報告、そして来年度末の条例制定に向けた重要なステップと

なることを切に望む次第です。 

 下野市自治基本条例検討委員会は、平成２４年６月以降、計６回の委員会と計６回の部会 

  平成２５年３月２８日 

 

下野市自治基本条例検討委員会 

会 長  中 村 祐 司 

  



- 2 - 

 

１．概要 

 

■「自治」とは 

 国の基本ルールである憲法では、「地方自治」が定められ、個々の地域のまちづくりは、全

国均一に行うのでなく、地域の実情や住民のニーズに合わせて行うこと（＝自治）が示され

ています。 

 地方自治には、国から自立して行う意味（団体自治）と住民の意思と責務に基づいて行う

意味（住民自治）があります。国から自立して地域住民により運営され、まちづくりに取り

組む団体が、下野市のような「地方自治体」です。 

 下野市には市役所があり、様々な行政サービスを提供しています。多くの市民に共通して

必要なため、税金を出し合って生み出すのが行政サービスです。また、どんな行政サービス

を行うかを決めるため、市長や市議会議員を選挙しています。下野市民は、このような形で

下野市の自治を行っています。 

 

■自治（まちづくり）を取り巻く全国的な環境の変化 

 地方自治体の運営ルールは、「地方自治法」という国の法律で定められています。その地方

自治法が平成１２年に改正されて以降、地方自治体がより主体的にまちづくりを担う、地方

分権が進められてきました。 

 また、尐子高齢化と人口減尐が急速に進む中、税収減や福祉関連の支出の増加など、地域

のまちづくりを取り巻く環境も厳しさを増しています。一方で、行政サービス（公助）とは

別に、自治会、ＮＰＯ、企業などによる市民活動を通じて自主的に生み出すサービス（共助）

が目立ってきました。 

 こうした環境の変化に対応するために、地方自治体が自ら基本ルールとして制定すること

が増えているのが「自治基本条例（まちづくり基本条例）」です。 

 

■「基本」「条例」とは 

 自治基本条例は、住民の代表である議会の議決を経て制定する「条例」の一つですが、一

般的に地方自治体の「基本」ルールとなる条例と言われます。一般の団体が会則や規約（法

人の場合は定款）に基づき、年間計画や予算を立てて活動するように、自治基本条例ができ

ると地方自治体は、他の条例や各種の計画をつくる際も含め、自治基本条例に基づいてまち

づくりに取り組むことになります。 

 例えば、まちづくりに取り組む主体（住民、議会、市、自治会、ＮＰＯ、企業など）の役

割、まちづくりの仕組み（情報の共有、参画・協働、行財政運営、住民投票など）、国・県・

他自治体との関係などを明らかにすることで、住民、行政、地域が力を合わせるまちづくり

の促進が図られます。 
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条例案骨子（中間報告）の構成図 
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第４章　議会

①議会の役割・責務・運営等
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論

各
論
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則

前文

下野市の特性・発展可能性、まちづくりの目標等

第１章　総則

①目的
②位置付け・最高規範性
③定義

第２章　自治の基本理念と基本原則　
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①広域連携
②国際交流
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⑫公益通報
⑬危機管理
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２．条例案骨子と説明 

（１）総論 

前文 

 

条例に前文を置き、以下の内容を盛り込む。 

・下野市の自治の理念（市民憲章） 

・下野市の特性（自然条件や風致環境） 

・本条例の特徴 

・下野市の将来のまちづくりの姿や想い など 

【説明】 

・具体的な文案は、条例の姿が固まってきてから議論します。 

 

【委員の個別意見】 

・歴史（薬師寺跡、国分寺跡）や自然（姿川、田川、平地林、田園風景など）を紹介 

・最高規範 

・市民憲章を参考（ふるさとを愛し、薫り高い文化を育て住みよい田園都市を目指す。） 

・豊かな土壌と水・光・風の穏やかな自然環境に恵まれている。 

・歴史・文化・自然を次世代に引き継いでいく。 

・震災後として（災害、支え合う、絆、コミュニティ） 

・市民主体のまちづくり 

・協働のまちづくり 

・産業のバランスを取りながら市政を進める。 

・医療体制が充実（最先端医療、自治医科大学） 

・安心して暮らせるまち 

・恵まれた交通機関 
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第１章 総則 

①目的 

 

【条例案骨子】 

・この条例は、本市における自治の基本理念を明らかにするとともに、市民、議会及び市

の役割・責務や自治の基本原則を定めることにより、自治を実現することを目的とする。 

【説明】 

・なぜ、この条例を制定するのか、その目的を示します。 

 

【委員の個別意見】 

・「基本理念」を明らかにする。 

・市民主体のまちづくり、市民自治の確立、まちづくりの目標を簡潔に 

 

②位置付け・最高規範性 

 

【条例案骨子】 

・自治基本条例は、本市において最高規範性を持つ条例であり、他の条例、規則等は、こ

の条例と整合を図るものとする。 

・市民、議会及び市は自治基本条例を遵守しなければならない。 

【説明】 

・この条例の位置づけについて定めます。 

・条例間に上下関係はなく、規範としての効力は同じですが、自治基本条例が本市のまちづ

くりにおいて最高規範性を持つものとして、他の条例等の制定・改廃にあたり、整合を図

ることとします。 

 

【委員の個別意見】 

・「最高規範性」について、前文や総則のどこかで表現 

・「最大限尊重」という表現でもよいと思う。 

・他の条例、規則等と整合を図る。 

 

③定義 

 

【条例案骨子】 

・「市民」、「市」、「参画」、「協働」などの定義 

【説明】 

・条例で使われている用語のうち、この条例の解釈にあたり、明確にしておかなければなら

ない用語について定義付けをします。 

 

【委員の個別意見】 

・「市民」の定義（子ども、事業者など範囲については今後も検討を要す。） 

・定義については、あまり細かすぎない方がよい。 
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第２章 自治の基本理念と基本原則 

①自治の理念 

 

【条例案骨子】 

・市民が主役のまちづくりを推進することを基本理念とする。 

・市民、議会及び市が協働によるまちづくりを推進することを基本理念とする。 

【説明】 

・下野市の自治における基本的な考え方を定めます。 

・まちづくりの主体が市民であることを基本理念とします。 

 

【委員の個別意見】 

・まちづくりは市民が主体 

 

②基本原則 

 

【条例骨子案】 

・人権尊重の原則 

・情報共有の原則 

・市民参画の原則 

・協働の原則 

【説明】 

・自治の基本理念に基づくまちづくりの進め方について原則を定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・一人ひとり（個人）の人権を尊重 

・「情報共有」、「参画」、「協働」を定めたい。 

 

③情報共有、情報公開、情報提供 

 

【条例案骨子】 

・議会及び市は、市政に関する情報を公開し、積極的に提供し、市民と情報を共有するも

のとする。 

・情報の公開・提供に関し必要な事項は、別に下野市情報公開条例で定める。 

【説明】 

・市民の市政に関する情報を知る権利に対応して、情報の公開・提供について定めます。 

・本市では、「下野市情報公開条例」を制定し、運用しています。 

 

【委員の個別意見】 

・情報共有を積極的に行う。 

・まちづくりなどの活動をするときには情報が必要 

・提供、公開、共有を簡潔にまとめる。 
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④個人情報の適正な取り扱い 

 

【条例案骨子】 

・議会及び市は、保有する個人情報を適正に取り扱い、個人の権利利益を保護しなければ

ならない。 

・個人情報の保護に関し必要な事項は、別に下野市個人情報保護条例で定める。 

【説明】 

・情報共有の前提として、個人情報の保護について定めます。 

・本市では、「下野市個人情報保護条例」を制定し、運用しています。 

・「個人情報保護条例」の中では、行政及び議会の個人情報の適正管理や取り扱いについて定

めています。 

 

【委員の個別意見】 

・適切な個人情報の保護に提供に努める。 

・個人情報保護法に配慮しつつ慎重に。 

 

⑤参画、協働 

 

【条例案骨子】 

（参画） 

・市政は、市民の参画が保障されていなければならない。 

・市は、市政に市民の参画を図るための取組を推進しなければならない。 

（協働） 

・まちづくりは、市民と市が協働して推進しなければならない。 

【説明】 

・参画と協働の原則を定めます。 

（参画） 

・市民は市政への参画の機会が保障され、市は、市民の市政への参画を積極的に図ることが

必要です。 

（協働） 

・まちづくりは、市民や市がそれぞれ行うのではなく、市民と市が協働して推進することが

必要です。 

 

【委員の個別意見】 

・理念と原則を謳うことになる。 

・決まったことに対し、参加して行政と一緒に活動することも協働と言えるのではないか。 

・地域の課題を一緒に考え、解決に向かってそれぞれの特性を生かして行動すること。 

・協働は、目的ではなく手段 

・協働の条件は、目的意識の共有、互いの特性を認識し尊重、対等な関係の維持、目的完成

時に開放、互いの関係は公開 

・信頼という言葉を入れたい。 
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⑥子どもの参画 

 

【条例案骨子】 

・市民、議会及び市は、子どもたちを次世代を担う地域の宝として育てるとともに、まち

づくりに参画する機会をつくる。 

【説明】 

・将来の下野市を担う子どもを大切にするという下野市の強い思いと姿勢を示すために、子

どもについて定めます。 

・子どもを取り巻く環境の悪化が指摘されている中、家庭や学校だけでなく、地域全体で子

どもが健全に育まれる環境の整備に努めることを定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・子どもの意見を聞く。 

・子どもの参加に配慮する。 

・郷土愛を育む。地域を学ぶ学習の機会も必要 

・小中学生の意見を聞く機会を設ける。 

・愛着、尊重という言葉も必要である。 

 

  



- 9 - 

 

（２）各論 

第３章 市民・コミュニティ組織 

①市民等の権利 

 

【条例案骨子】 

・市民は、安全・安心な生活を営む権利を有する。 

・市民は、行政サービスを享受する権利を有する。 

・市民は、市政に関する情報を知る権利を有する。 

・市民は、市に対して意見、提案等を表明する権利を有する。 

・市民は、まちづくり及び市政に参画する権利を有する。 

【説明】 

・本条例の目的達成のために、市民に保障されるべき権利を定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・市民は、市の計画や地区ごとのテーマについて提案できる。複数で提案する。 

・安心で自由に暮らせる権利。応分に負担が必要である。 

・参画する機会の保障 

・全ての計画に参画は不可能である。 

 

②市民の責務 

 

【条例案骨子】 

・市民は、まちづくりへの参画に当たって、それぞれが地域社会の一員として広い視野に

立ち、自らの発言と行動に責任をもつよう努める。 

【説明】 

・市民がまちづくりに参画するに当たって、一部の利益のみを強調することなく、地域社会

の一員として広い視野に立つこと、及び自らの発言と行動に責任をもつことに努めること

を責務とします。 

 

【委員の個別意見】 

・無責任な参画に対して、責任ある行動を入れる。 
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③コミュニティ組織の責務・支援 

 

【条例案骨子】 

・市は、市民による活動について、公益性・公平性に配慮して、その自主性・自立性を損

なうことのないよう、支援するものとする。 

・市民活動団体は、適正な団体運営を行うとともに、自らの責任のもと、市民活動を推進

し、その活動を広く市民に理解されるよう努めなければならない。 

・市民活動団体は、まちづくりの主体としての役割を認識し、協働のまちづくりへの理解

及び協力に努めなければならない。 

【説明】 

・協働のまちづくりを推進するに当たって、コミュニティ組織が、適正かつ自主運営に努め

るとともに、協働のまちづくりへの理解と協力をしてもらうことが必要です。 

 

【委員の個別意見】 

・個人情報の弾力的運用ができればよいが、法によるため運用は制限される。 

・コミュニティの解釈（自治会を含む課題解決に取り組む多様なつながりによる団体） 

・自立性を損なうことなく援助的支援 

・自治会は各々成り立ちに歴史がある。 

・自主性を尊重し、自立性を損なうことなく援助的な支援 

・市政に主体的に関わり、責任ある言動をもってその役割を担う。 

 

④事業者の権利・責務 

 

【条例案骨子】 

・事業者は、地域社会を構成する一員として、社会的責任を認識し、自然環境及び市民生

活に配慮した事業活動の推進、公益的な活動への積極的な参加を行い、健全な地域社会

づくりに寄与する。 

【説明】 

・協働のまちづくりを推進するにあたって、事業者は、地域社会の一員であること、そして、

まちづくりの主体であることを認識してもらうことが必要です。 

 

【委員の個別意見】 

・それぞれの特性を生かし魅力ある地域社会に貢献する。 

・事業者は、地域社会の一員として地域との調和を図りまちづくりに協力する。 

・事業者に学校は入れない。 

・市民の中に事業者も入っている。定義の中で決めていくことも必要。 
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第４章 議会 

①議会の役割・責務・運営等 

 

【条例案骨子】 

・議会は、市政運営を監視し、また、政策を立案・提言するなど、公正性及び透明性を確

保し、開かれた議会運営を行うものとする。 

・議会の役割・責務・運用等に関し必要な事項は、別に下野市議会基本条例で定める。 

【説明】 

・市民を代表する機関である議会の役割・責務について定めます。 

・本市では、「下野市議会基本条例」を制定中であり、同条例に基づいて、議会の役割・責務

等を規定します。 

 

【委員の個別意見】 

・開かれた議会ということでは、議事録の公開や他市ではケーブルテレビを利用して映像を

活用しているところもある。文字で読むことも大事だが、後で映像で見られることもよい

と思う。 

・議会については、政策立案や情報収集など立ち位置を示す必要がある。 

・重要な意思決定機関 

・開かれた議会、対話、説明責任 

 

②議員の責務 

 

【条例案骨子】 

・議員は、市民全体の代表者として、公正かつ誠実に議員活動を行い、市民の信頼に応え

なければならない。 

・その他必要な事項は、別に下野市議会基本条例で定める。 

【説明】 

・本市では、「下野市議会基本条例」を制定中であり、同条例に基づいて、議会の役割・責務

等を規定します。 

 

【委員の個別意見】 

・代表としての自覚、信頼に応える、信託 
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第５章 行政 

①市長の責務 

 

【条例案骨子】 

・市長は、市の代表者として、公正かつ誠実に市政を運営し、市民の信頼に応えなければ

ならない。 

・市長は、地域社会・市民生活などの実態や市民の意見を的確に把握し、市政に反映する

よう努めなければならない。 

【説明】 

・市の代表者としての市長の役割・責務について定めます。 

・市長が公正かつ誠実に市政を運営し、市民の負託に応えるとともに、特に、市政の現場で

ある地域社会や市民生活の実態を把握し、併せて市民の意見を市政に反映することに努め

ることとします。 

 

【委員の個別意見】 

・市長個人というより市政を含んで考える。 

・公正公平、良識ある市政 

・長期的ビジョンを持つことが必要である。 

・信託に応える。 

・優先順位を決める。最終的な責任者 

・校長室だよりのように平易な言葉で市長だよりをＰＲする。 

・教育委員会などについては、行政機構の責任者として入れてはどうか。 

 

②職員の責務 

 

【条例案骨子】 

・職員は、市民全体の奉仕者として、また、市民の一員であるという自覚をもって、公正

かつ誠実に職務を行うものとする。 

・職員は、職務の遂行に必要な能力の向上に努めなければならない。 

【説明】 

・市の職員は、市長の補助機関として位置付けられますが、市政を実際に担う者として果た

す役割の重要性が高いことから、職員についても役割・責務を定めます。 

・市民全体の奉仕者として、また、市民の一員であるという自覚をもって、公正かつ誠実に

職務を行うとともに、多様化する職務に対応するための能力の向上に努力することを定め

ます。 

 

【委員の個別意見】 

・仕事を通じて現場に関わる。 

・職員間の連携も必要である。 

・地域活動に協力し、職員として地域に出る。 

・市民として奉仕し、コミュニケーションをとることで信頼が生まれる。 

・職員の研鑚には、地域との交流を深めることも含まれる。 
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・研修も何のために研修するかを考える。 

・職員と市民の話し合いの場が必要である。担当者と執行部の差がある。タウントークを活

用する。 

・市政の主体は市民であるという理解が必要である。 

・公務員としての考え方をしっかり取り入れる。 

・市長等は、的確な行政運営と市民主体のまちづくりに対応できる職員育成のため研修制度

の充実に努める。職員と読み替えてもよい。 

・自主研究グループ活動支援制度を積極的に活用し自己研鑽に努める。 

 

③総合計画 

 

【条例案骨子】 

・市長は、総合的かつ計画的に市政を運営するため、総合計画を策定するものとする。 

・総合計画の基本構想、基本計画は、議決を経て定める。 

・市の各分野における基本となる計画を定めるときは、総合計画と整合を図らなければな

らない。 

【説明】 

・市の最上位の計画としての総合計画の位置付けを明確にします。 

・本市の総合計画は、基本構想―基本計画―実施計画の三層構造です。 

・基本構想は、以前は地方自治法に規定されていましたが、法改正により規定が削除された

ため、自治基本条例で規定することとします。現在、平成 27 年度を目標年次とする「下野

市基本構想」があります。 

・基本計画は、基本構想に描かれた将来像「思いやりと交流で創る新生文化都市」を実現す

るための、基本的な政策・施策を体系的に示す計画です。現在、平成 24 年度から 27 年度

までを期間とする「下野市総合計画後期基本計画」があります。 

・この他の各分野における基本となる計画は、総合計画と整合を図るように作らなければな

らないものとします。 

 

【委員の個別意見】 

・総合計画のＰＲの工夫が必要 

・総合計画は最高位 

・議会としては議決事件とする。 

・市民参加で策定していく。 
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④行政評価 

 

【条例案骨子】 

・市は、効果的かつ効率的な市政運営を行うとともに、市政の透明性を確保し、市民への

説明責任を果たすため、行政評価を実施するものとする。 

・市は、行政評価の実施にあたっては、市民から意見を聴く、または市民による評価を実

施するなど、市民参加の方法を取り入れるよう努めるものとする。 

・市は、行政評価の内容及び結果について、市民に対して分かりやすく公表するとともに、

行政評価の結果を事業等に反映させるよう努めるものとする。 

【説明】 

・行政評価の実施により、効果的で効率的な市政運営を進めていくことを定めます。 

・市民意見の反映や客観性の向上のため、市は行政評価への市民や有権者などの参加を積極

的に推進することを定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・行政評価は、市民の視点に立って行い公表する。 

 

⑤行政組織 

 

【条例案骨子】 

・市は、多様化する行政課題に的確に対応し、効率的な業務の執行を進めるため、機能的

な組織体制を整備するものとする。 

【説明】 

・行政内部の都合で考えるのではなくて、市民目線で分かりやすい組織体制を整備すること

を定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・行政組織は、市民に分かりやすくする。 

・ワンストップで用が足りるようにする。 

・職員としての知識が必要 

・利便性を最優先した体制 

・市民本位の柔軟な体制 
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⑥財政・財務 

 

【条例案骨子】 

・市長は、持続可能な財政運営を行っていくために財政計画を策定し、財政の健全化を図

るものとする。 

・市長は、財政状況を分かりやすく市民に公表するものとする。 

【説明】 

・財政の健全化を図るために計画的な財政運営を行うことを定めます。 

・現在、平成 23年度から 32 年度までの「長期財政健全化計画」があります。 

 

【委員の個別意見】 

・財政・財務については、分かりやすく説明する。 

・決算についても、分かりやすく公表（説明）する。 

 

⑦出資法人等 

 

【条例案骨子】 

・市は、市が出資、補助、事務の委託又は職員の派遣を行っている団体に対して、必要に

応じて、当該団体の業務及び財務に関する情報の開示を求めなければならない。 

・市は、当該団体に対して、市の出資等の目的が効果的かつ効率的に達成するよう要請す

るとともに、必要な支援を行わなければならない。 

【説明】 

・市が出資等をしている団体に対する市の役割等について定めます。 

・市は、出資等の目的が適正に達成されるよう、団体の業務や財務の状況を常に把握しなけ

ればならないことを定めます。 

・市は、出資等の目的が効果的かつ効率的に達成されるよう要請し、必要な場合には支援を

行わなければならないことを定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・出資法人の業務や財政状況を把握し、市民に公表 
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⑧行政手続 

 

【条例案骨子】 

・市は、処分、行政指導、届出等に関する手続きについて、下野市行政手続条例その他の

法令等で定めるところにより公正の確保、透明性の向上及び手続の迅速化を図らなけれ

ばならない。 

【説明】 

・市政運営における公正性、透明性の確保のための適正な行政手続について定めます。 

・本市では、「下野市行政手続条例」を制定し、運用しています。 

 

【委員の個別意見】 

・行政手続法や行政手続条例に基づき適正に運用 

・迅速に対応する仕組みづくり 

 

⑨法務 

 

【条例案骨子】 

・市は、独自の政策を実現し、又は地域の課題を解決するため、法令の解釈及び運用並び

に条例、規則等の制定改廃に積極的に努めなければならない。 

【説明】 

・多様化・複雑化する市民ニーズや行政課題に対応するためには、市が責任をもって関係す

る法令等を解釈し活用することが求められており、市政運営において、法務行政を積極的

に推進することが重要であると考えられます。 

 

【委員の個別意見】 

・既存の条例、規則等の見直しが必要 

 

⑩説明責任 

 

【条例案骨子】 

・市は、まちづくりの基本となる施策の立案、決定及び評価に至るまでの過程について、

市民に分かりやすく説明しなければならない。 

【説明】 

・まちづくりの基本となる施策の立案、決定及び評価に至るまでの過程について、市民に分

かりやすく説明することを定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・事後だけでなく、事前にも分かりやすい説明が必要 
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⑪意見・要望・苦情等への対応 

 

【条例案骨子】 

・市は、市民からの意見・要望・苦情等があったときには、迅速かつ誠実に対応しなけれ

ばならない。 

【説明】 

・市は、市民からの意見や要望、苦情等に対し、迅速かつ誠実に対応することを定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・対応の迅速性 

 

⑫公益通報 

 

【条例案骨子】 

・市職員は、市政の適法かつ公正な運営を妨げ、かつ、市政に対する市民の信頼を損なう

ような行為のあることを知ったときは、速やかにその事実を公益通報に関する機関に通

報しなければならない。 

・市は、法令の定めるところにより、市職員等から行われる公益通報を受ける体制を整備

するとともに、通報者が通報により不利益を受けないよう適切な措置を講じなければな

らない。 

【説明】 

・適法かつ公正な市政運営を行うことはもとより、市民の信頼を損なうことのないように、

公益通報（内部告発）について定めます。 

・本市では、「下野市職員等の公益通報に関する要綱」を制定しています。 

 

【委員の個別意見】 

・通報者が不利益を受けないような措置が必要 
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⑬危機管理 

 

【条例案骨子】 

・市民、議会及び市は、災害等の緊急時においては、連携し、及び協力して対応しなけれ

ばならない。 

・市民は、災害等の緊急時に互いに助け合えるよう、日常的に地域内の連携を図る。 

・市は、市民の生命、財産等を守るために、災害等の緊急時における危機管理体制の構築

に努めるとともに、市民が連携し、及び協力できる仕組みづくり及び環境づくりに努め

る。 

【説明】 

・東日本大震災の教訓をもとに、自助・共助・公助による危機管理のあり方について定めま

す。 

・市民は、行政機能が失われた状況も想定しなければならず、緊急時のために、日ごろから

地域活動や行事に参加するなど、地域住民の交流を進めることが大事であり、市は市民が

連携・協力できる仕組みづくりや環境づくりに努めることが必要です。 

・本市では、「下野市地域防災計画」を策定しています。 

 

【委員の個別意見】 

・相互応援協定が必要 

・自助、共助、公助 
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第６章 参加と協働 

①意見募集 

 

【条例案骨子】 

・市は、政策立案の過程における市政参加の拡充並びに市政運営における公正の確保及び

透明性の向上を図るため、基本的な事項を定める条例、計画等の制定又は改廃を行う場

合は、市民に対し関係する情報を提供し、市民に意見を求めるものとする。 

【説明】 

・市民意見公募手続（一般的にパブリックコメントと言われる制度）で、市が基本的な事項

を定める条例や計画などを策定する時に、計画段階で公表することで、多様な市民意見を

市政運営に反映させる機会を確保し、政策形成過程における市政運営の構成の確保と透明

性の向上を図ることを目的に行うことを定めます。 

・本市では、「下野市パブリックコメント制度実施要綱」を制定し、運用しています。 

 

【委員の個別意見】 

・パブリックコメントの結果を意思決定に反映させることから、十分考慮する。 

 

②審議会等の公開、審議会等への参加・公募等 

 

【条例案骨子】 

・市は、審議会等の委員の選任に当たっては、原則として公募による市民委員を含めなけ

ればならない。 

・市は、委員の選任に当たっては、透明性及び公平性を確保するとともに、審議会等の設

置目的や応募人数に応じて、地域、年齢及び性別その他必要な事情に配慮しなければな

らない。 

・市は、審議会等の会議を原則として公開しなければならない。 

・市は、審議会等の開催情報や会議結果等を分かりやすく公表しなければならない。 

【説明】 

・市に対して、審議会等の委員の選任に当たって、原則として公募による市民委員を含めな

ければならないことを義務付けます。 

・委員の選任に当たっては、透明で公平な手続きで行われるべきこと、審議会等の設置目的

等に応じて、地域、年齢及び性別その他必要な事情に配慮すべきことを定めます。 

・審議会等の会議は原則として公開され、市民が傍聴できることが重要であり、会議の原則

公開を義務付けます。 

・市民の傍聴が容易となるように、開催情報を事前に公表すること、会議の結果を市民が知

ることができるようにすることを義務付けます。 

・本市では、「下野市審議会等委員公募要綱」、「下野市審議会等委員選任指針」を策定し、運

用しています。 

 

【委員の個別意見】 

・審議会等の公開を定める。 

・審議会等の参加、公募については要綱、指針による。 
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③住民投票 

 

【条例案骨子】 

・市長は、市政に関する重要事項について、住民の意思を確認するため、別に条例で定め

るところにより、住民投票を実施することができる。 

・住民投票は、当該重要事項に関する情報が住民に提供され、熟議を経た上で行われなけ

ればならない。 

・市民、議会及び市は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

【説明】 

・間接民主制を補完し、住民の意思を直接把握するための制度として、住民投票制度を位置

付けます。 

・住民投票は、住民に必要な情報が提供され、多様な意見を持つ人が十分に議論をした上で、

なお、住民の意思を確認する必要がある場合に実施するものとします。 

・住民投票の結果については、市民、議会及び市は尊重するものとします。 

 

【委員の個別意見】 

・18 歳、16 歳にすることが考えられ、内容によるが、線引きが難しい。 

・18 歳でも社会人として働いている人もいれば、20 歳を過ぎても学生の人もいる。 

・投票を子どもに託した場合、子どもの意見をどれだけ反映できるのか、親の意見に倣って

しまうのではないか懸念される。 

・将来を担うという観点で、16 歳ということも必要ではないか。 

・住民投票の結果が最終決定ではないが、書き表し方が重要 

・住民投票の結果、最終決定について説明する場は必要 

・住民投票は、市の将来にとって重要な事案について問うものであり、費用もかかることか

ら軽々に行うものではない。 

・市長が示す将来の施策に対して、議会がその内容を支持するとすれば住民投票の結果によ

り方向性が変わるものではない。 

・年齢は選挙権を有するという考え方でよいのではないか。 

・住民投票の前に、対話の場が必要 

・住民投票という手段の前に、いろいろな立場、関係者が話し合える機会があればよい。 

・住民投票については、別に定めるとしておき、話し合いの場を設けることが必要 

・住民投票については、有権者が対象とし、話し合いの場については、子どもを含めた形で

行うとしてはどうか。 

・住民投票を行うに当たっては、事前に十分な熟議を行う。 
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④人材と組織の育成 

 

【条例案骨子】 

・市民、議会及び市は、市民主体のまちづくりを推進するため、まちづくりの担い手や組

織を育てるように環境と拠点の整備や支援に努めるものとする。 

【説明】 

・市民主体のまちづくりを推進するためには、それを担う人づくりが必須であり、環境（場

所、機会、仕組みなど）づくりから行う必要があります。 

 

【委員の個別意見】 

・協働のまちづくりの機能を推し進める。 

・市民主体のまちづくりが進む活動の支援が必要 

・市民参加のもとにまちづくりの支援を検討 
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第７章 連携と交流 

①広域連携 

 

【条例案骨子】 

・市は、近隣自治体や栃木県、国との連携を積極的に図り、広域的なまちづくりを推進す

るものとする。 

【説明】 

・多様化する行政需要や、広域化する行政課題に対応して、他自治体との連携・協力の必要

性について定めます。 

・近隣市町や県内市町との連携・協力だけでなく、県外の市町村や栃木県、国との関係も含

むものです。 

 

【委員の個別意見】 

・同規模（人口）の県内外の市町村と連携 

・近隣周辺の自治体と連携 

・三戒壇などの文化財を生かした連携 

・医療、福祉、教育、衛生、消防、農業、環境、観光のジャンルで連携が必要 

・「防災」も必要だが、「危機管理」の項目に含む。 

・「広く推進する」という表現 

・単独市では対応が困難な面もあるため、国、県との連携も必要 

・連携とは、一緒に仕事をすることだけでなく、情報共有・相互理解が必要 

・国、県との関係は対等と考えるが、なり得ない面もある。 

 

②国際交流 

 

【条例案骨子】 

・市は、市民の国際交流活動の支援に努めるものとする。 

【説明】 

・市民の国際交流活動に関する市の支援について定めます。 

・市民だけでは積極的に推進することが難しい国際交流活動について、市が支援し、市民の

国際交流活動の経験をまちづくりに活かせるよう努めることが必要です。 

 

【委員の個別意見】 

・市内の外国人との関係として、小さな外交 
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（３）補則 

第８章 条例の実効性の確保 

①条例運用・見直し 

 

【条例案骨子】 

・市は、この条例の施行後、５年を超えない期間ごとに、市政がこの条例に基づいて行わ

れているかどうかを市民参画のもとに検証し、その結果により見直し等必要な措置を講

じるものとする。 

【説明】 

・本条例を実効性あるものにしていくための事項を定めます。 

・この条例を、目的の達成状況や社会情勢に応じて、より良い条例にするための見直し等に

ついて定めます。 

 

【委員の個別意見】 

・見直しする主体は、市民主体の組織である市民会議のような組織 

・市民参画で作る条例であり、市民の手から離さない 

・見直す組織も定めておいた方がよい。細かくは別に定める。 

・見直し期間は一定期間として４年や５年以内 

・一定期間以内でも必要があったら見直すことも必要 

 

②委任 

 

【条例案骨子】 

・この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定めるものとする。 

【説明】 

・今後、規則、要綱が必要になった場合のためにここで規定しています。 

 

【委員の個別意見】 

・必要な事項は別に定める。 

・既存の条例が自治基本条例と合わない場合は整合するよう努める。 

・旧南河内町では、自治基本条例を進めるために、別に条例が必要となれば制定すると定め

ていた。 

・自治基本条例の制定後は、市民参画を進めていく内容への改正が必要になると思われる。 
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３．資料編 

（１）下野市自治基本条例検討委員会設置要綱 

平成２４年３月３０日 

告示第６７号 

（設置） 

第１条 市民自治の確立に向け、自治に関する基本的な理念、市政運営の基本的事項等を定

める自治基本条例（以下「条例」という。）の検討を行うため、下野市自治基本条例検討

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 条例に規定する事項、内容等の検討に関すること。 

（２） 条例の素案の作成に関すること。 

（３） 前２項に掲げるもののほか、条例の検討等のために必要な事項に関すること。 

２ 委員会は、前項の事務を遂行した結果を取りまとめ、市長に報告しなければならない。 

３ 委員会は、必要に応じ、第１項の事務に係る検討等の状況を市長に報告するものとする。 

（組織等） 

第３条 委員会は、委員２０人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 市民 

（２） 関係団体の代表者 

（３） 学識経験者 

（４） 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、前条第２項の規定による報告を行うまでとする。ただし、特別の事情が

ある場合は、この限りでない。 

（会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、必要に応じ開催する。 

２ 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
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３ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。 

（会議の公開） 

第６条 委員会の会議は、公開とする。ただし、出席した委員の過半数の同意を得た場合は、

公開しないことができる。 

（部会） 

第７条 会長は、特別の事項について検討等を行わせるため、委員会に部会を置くことがで

きる。 

２ 部会は、委員のうち会長が指名した者（以下「部会員」という。）で組織する。 

３ 部会には、部会長を置くことができる。 

４ 部会長は、部会員の互選により定める。 

５ 第４条第２項及び前２条の規定は、部会について準用する。この場合において、第４条

第２項及び第５条中「会長」とあるのは「部会長」と、前２条中「委員」とあるのは「部

会員」と読み替えるものとする。 

（事務局） 

第８条 委員会の事務を処理するため、総合政策部総合政策課に事務局を置く。 

２ 委員会の会議録は、事務局が作成する。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 
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（２）下野市自治基本条例検討委員会委員名簿 

（H25.3.28 現在） 

№ 区分 役職 部会※ 氏名 団体・大学 

1 

公募による 

市民 

 市民 鈴井 祐孝  

2  議・行 友常 英三  

3  市民 岡田 雅代  

4  議・行 松本 文男  

5 

関係団体の 

代表者 

 市民 須藤  武 下野市商工会 青年部 

6  議・行 川中子幹彦 認定農業者連絡協議会 

7  市民 清水 眞男 自治会連絡協議会 

8  議・行 諏訪  守 自治会連絡協議会 

9 副会長 市民 渡辺 欢宥 自治会連絡協議会 

10  議・行 永山登志子 社会福祉協議会 

11  市民 高山トミイ 女性団体連絡協議会 

12  議・行 中村 節子 市ＰＴＡ連絡協議会 

13  市民 近藤 令兒 青尐年育成市民会議 

14 学識経験者 
会長／ 

両部会長 
両部会 中村 祐司 宇都宮大学国際学部教授 

15 

市長の選任者 

 議・行 吉田  聡 市議会 

16  市民 小谷野晴夫 市議会 

17 
議会・行政部会

副部会長 
議・行 村尾 光子 市議会 

18  市民 三橋 明美 教育委員会 

19  議・行 高田 憲一 農業委員会 

20 
市民部会 

副部会長 
市民 黒須 重光 国際交流協会 

※「議・行」は議会・行政部会、「市民」は市民部会 
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（３）下野市自治基本条例検討委員会の検討経過及び今後の予定                

検討スケジュール 日  程 検討委員会 庁内委員会 備  考 

進め方と体制の 

検討 

平成 24 年 

５月 

  ・検討委員会委員の公募・

選定 

 

 

 

 

自治基本条例の 

学習（検討課題 

の共有） 

6／22（金） 

9:30～ 

第１回検討委員会 

・委員会の役割等 

・条例制定基本方針 

・今後の進め方 

第１回委員会 

・庁内委員会の役割等 

・条例制定基本方針案 

・今後の進め方 

・委員会等の設置、開催 

 

7／13（金） 

9:30～ 

第２回検討委員会 

・自由討論(下野市の現状、

課題の共有等) 

  

8／3（金）・

8／21（火） 

9:30～ 

第３回検討委員会 

・グループ討論 

第４回検討委員会 

・グループ討論 

 

 

・広報チームの設置（希望

者等で構成） 

・生徒、学生との意見交換 

 

9／28（金） 

9:30～ 

第５回検討委員会 

・グループ討論 

  

コンセプト・テ 

ーマ（規定項目 

候補）の検討 

10／26（金） 

9:30～ 

第６回検討委員会 

・条例のコンセプト 

（基本的な考え方） 

・部会の設置等 

第２回委員会 

・検討委員会検討経過 

・職員 WG 活動経過 

・市民団体等との意見交換 

・今後の進め方 

 

 

 

 

 

部会によるテー 

マ別検討（具体 

的な検討） 

11／22（木） 

9：30～ 

 

13：30～ 

 

第１回議会・行政部会 

・議会等との意見交換 

第１回市民部会 

・市民団体等との意見交換 

 ・様々な団体等との意見交

換会（自治会連絡協議会、

市民団体、商工会青年部、

市議会、市職員） 

・ニュースレター№1発行 

12／20（木） 

9：30～ 

13：30～ 

 

第２回議会・行政部会 

第２回市民部会 

・テーマ別検討 

  

平成 25 年 

1／18（金） 

9:30～ 

13:30～ 

 

 

第３回議会・行政部会 

第３回市民部会 

・テーマ別検討 

第３回委員会 

・検討委員会検討経過 

・職員 WG 活動経過 

・今後の進め方 

 

1／31（木） 

9:30～ 

13:30～ 

 

第４回議会・行政部会 

第４回市民部会 

・条例骨子案の検討 

  

 

 

・ニュースレター№2発行 

 

 

中間報告（条例 

骨子案のまとめ） 

2／15（金） 

9:30～ 

第５回市民部会、議会・行

政部会（合同開催） 

・中間報告の検討（条例骨

子案のまとめ） 

  

3／28（木） 

9:30～ 

第６回市民部会、議会・行

政部会（合同開催） 

・市長との意見交換 

第４回委員会 

・検討委員会の中間報告 

・市長との意見交換 

・中間報告（市長提出） 

・議会へ中間報告説明 

・ニュースレター№3発行 

・WEB 等アンケート実施 
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自治基本条例検討の進め方（平成 24・25 年度）（案） 

検討スケジュール 日  程 検討委員会 庁内委員会 備  考 

 

 

 

中間報告による 

意見交換（フォ 

ーラム開催） 

平成 25 年 

４月 

第７回市民部会、議会・行

政部会（合同開催） 

・市民フォーラム準備等 

第５回委員会 

・市民フォーラムの開催等 

・フォーラムポスター掲示 

・チラシ配布等 

５月 第７回検討委員会 

・最終報告の検討（条例素

案の検討） 

 ・（仮称）自治基本条例を考

える市民フォーラムの開催

（総括講演、中間報告会、

市民との意見交換等） 

・起草チームの設置 

 

最終報告のとり 

まとめ（条例素 

案のまとめ） 

６月 

 

第８回検討委員会 

・最終報告の検討 

 ・ニュースレター№4発行 

７月 第９回検討委員会 

・最終報告の検討 

  

８月 第 10 回検討委員会 

・最終報告のまとめ 

第６回委員会 

・条例案の作成等 

・最終報告（市長提出） 

・ニュースレター№5発行 

 

 

 

 

 

市における条例 

案作成 

９月   ・最終報告を踏まえ市にお

ける庁内整理 

10 月  第７回委員会 

・条例案の作成 

・パブリックコメント手続

等 

・市における条例案作成 

11 月   ・市民への説明会 

・条例案に対するパブリッ

クコメント手続（１か月） 

12 月    

 

平成 26 年 

１月 

 第８回委員会 

・市民意見の整理等 

・条例案の修正等 

・市民意見に対する市の考

え方の公表 

・議会へ条例案説明 

 

条例制定 

２月   ・市議会へ条例案提出 

・市議会による審議 

３月   ・条例制定 
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◆ お問合せ先 ◆ 

 

下野市総合政策部総合政策課政策推進グループ 

〒329-0492 下野市小金井 1127 

TEL：0285-40-5550  FAX：0285-40-5572 

E-mail：sougouseisaku@city.shimotsuke.lg.jp 

http://www.city.shimotsuke.lg.jp/ 

 

 


